
■当資料は、情報提供を目的として、三井住友アセットマネジメントが作成したものです。特定の投資信託、生命保険、株式、債券等の売買を推奨･勧誘す
るものではありません。■当資料に基づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。■当資料の内容は作成基準日現在のもので
あり、将来予告なく変更されることがあります。■当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績及び将来の予想で
あり、今後の市場環境等を保証するものではありません。■当資料は当社が信頼性が高いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完
全性を保証するものではありません。■当資料にインデックス･統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者お
よび許諾者に帰属します。■当資料に掲載されている写真がある場合、写真はイメージであり、本文とは関係ない場合があります。 

■「倒産件数」を地区別に見ると全国9地区中、四国を除く
8地区で減少し、産業別では10産業中7産業で減少しま
した。また規模別では、資本金1億円以上が前年比
▲3％、同1億円未満が同▲10％とともに減少し、上場企
業の「倒産件数」は24年ぶりにゼロとなりました。2014年
は幅広い地域、産業で「倒産件数」は減少しました。 

■昨今の円安、労働需給のタイト化を反映し、「円安」関連
倒産が282件へ倍増し、「人手不足」関連倒産は前年比
＋38件の301件と増加しました。ただし、全体の件数から
見れば少数にとどまりました。 

「倒産件数」は6年連続で減少(日本) 

2015年1月29日 

企業の「倒産件数」は東京商工リサーチが毎月発表する“全国企業倒産状況”で知ることができま
す。地区別、産業別、資本金別などに分類された「倒産件数」や負債総額が発表されています。 
なお、中小企業庁が発表する“倒産の状況”は、東京商工リサーチのデータに基づいています。 
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日銀は強力な金融緩和や貸出支援策などを通じ
て景気を後押ししています。20日～21日に行われ
た金融政策決定会合で「貸出増加支援」の期限を
1年間延長し、「成長基盤強化支援」の総枠を7兆
円から10兆円へ引き上げることなどを決定しまし
た。企業の資金繰りを巡る環境は良好さが続く見
通しです。 

■資金繰りを巡る環境は良好さが続く見通し ■企業業績拡大による好循環の進展に期待 

2015年01月23日 「家計と企業の貯蓄動向」（日本） 
2015年01月22日 日銀が物価見通しを下方修正 

「倒産件数」は24年ぶりの低水準 
金融機関の返済繰り延べや景気対策の公共事業が寄与 

地区別、産業別に幅広く減少 
「円安」、「人手不足」倒産は増加 

企業業績拡大、賃金増、消費回復の好循環に期待 

「倒産件数」が6年連続で減少するなど、企業を取
り巻く環境は改善しており、企業業績の拡大基調
も続くと見られます。今年は大手企業を中心に賃
上げの機運が高まっていることや、2015年度の税
制改正で賃上げ企業に対する優遇税制が盛り込
まれたことなどから、企業業績の拡大が賃金上昇
につながり、消費が回復に向かう好循環が進展す
ることが期待されます。 

■東京商工リサーチが13日に発表した2014年の“全国企業倒産件数”（負債総額1,000万円以上）は前
年比▲10.3％の9,731件と6年連続で減少し、1990年以来24年ぶりに1万件を下回りました。東京商工リ
サーチでは、「倒産件数」の減少は金融機関が中小企業への返済繰り延べに応じていることや、4月の
消費税増税対策として打たれた公共事業などが要因としています。 

■負債総額は同▲32.6％の1兆8,740億円と24年ぶりに2兆円を下回りました。また、負債100億円以上の
大型「倒産件数」は7件と前年の21件から大きく減少しました。 
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